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連結子会社の吸収合併（簡易合併）に関するお知らせ 

 

 

カナデビア株式会社（以下「当社」、2024年10月１日付で日立造船株式会社から商号変更）は、2025年2月

5日開催の取締役会において、2025年4月1日を効力発生日として、当社の100％子会社である株式会社プロモ

テック（以下「プロモテック」）を吸収合併（以下「本合併」）することを決議しましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

なお、本合併は、100％子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ています。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

  プロモテックは当社の 100％子会社で、主に橋梁等鋼構造物向け設計システムの開発・保守・販売を行っ

てまいりました。今般、経営の効率化の観点から、グループ内の経営資源を集約し、業務運営の一体化を図

るため、当社がプロモテックを吸収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2025年2月5日 

契 約 締 結 日 2025年2月5日 

実 施 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2025年4月1日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第2項の規定に基づく簡易合併、プロモテックにおい

ては会社法784条第1項に基づく略式合併に該当するため、いずれも株主総会決議による承認を

得ることなく行うものです。 

 

（２）本合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、プロモテックは解散します。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容 

   当社の100％子会社との合併であるため、本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 

 

 



３．本合併の当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１）商 号 カナデビア株式会社 株式会社プロモテック 

（２）所 在 地 大阪市住之江区南港北1丁目7番89号 大阪市西区江戸堀2丁目6番33号 

（３）代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 

代表取締役 取締役社長兼ＣＯＯ 

桑原 道 

代表取締役 取締役社長 

栗原 薫 

（４）事 業 内 容 環境事業、機械・インフラ事業、脱炭素

化事業 

橋梁等鋼構造物向け設計・生産情報処理シ

ステムの開発、保守、販売 

（５）資 本 金 45,442百万円 30百万円 

（６）設 立 年 月 日 1934 年5月29日 2009年2月20日 

（７）発行済株式数 170,214,843株 600株 

（８）決 算 期 3月31日 3月31日 

（９）大株主および 

持 株 比 率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）                    17.12% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 

10.93% 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505301                        4,03% 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行         3.14% 

HSBC BANK PLC A/C M AND G (ACS) VALUE 

PARTNERS CHINA EQUITY FUND     2.30% 

（2024年9月30日現在） 

カナデビア株式会社 100% 

（10）直前事業年度の経営成績および財政状態 

決算期 2024年3月期（連結） 2024年3月期（単体） 

 純 資 産 168.946百万円 77百万円 

 総 資 産 533,593百万円 127百万円 

 １株当たり純資産 965.21円 129,062.16円 

 売 上 高 555,844百万円 203百万円 

 営 業 利 益 24,323百万円 11百万円 

 経 常 利 益 25,646百万円 11百万円 

 
親会社株主に帰属

する当期純利益 
18,999百万円 7百万円 

 １株当たり当期純利益 112.74円 12,403.17円 

（注）持株比率は自己株式を控除して算出しております。 

 

４．本合併後の状況 

  本合併後の当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は当社の100％子会社との合併であるため、連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 


